
( 法人名 ： 日本私立学校振興・共済事業団 ）

〔記載要領〕

１．本表は、「随意契約見直し計画」（公共調達の適正化に関する関係省庁連絡会議）の対象となっている契約を対象としている。

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業務方法書又は会
計規程等の根拠条文及び理由

予定価格 契約金額 落札率
再就職
の役員
の数

随意契約によらざるを得ない事由
随意契約によら
ざるを得ない場
合の根拠区分

備　　考

財務諸表に関する官報公告
理事長　河田悌一
東京都千代田区富士見
1-10-12

平成22年12月6日
（株）共栄広告社
東京都千代田区神田錦町3-8

本件は本事業団の財務諸表を官報において
公告する手続きを依頼するものであり、その
取次ぎ業務については競争が成立しないた
め、会計規程第30条第1号に該当する。

非公表 5,434,560 － －
官報の広告掲載については、一
律料金であることから競争が成立
しないため。

6

官公庁共済組合一般資金貸付
保険契約

理事長　河田悌一
東京都千代田区富士見
1-10-12

平成22年4月1日
（株）損害保険ジャパン
東京都新宿区西新宿1-24-1

本件は長期間での事故率を基に保険料率が
設定されるものであり、契約の継続性をもって
一定の保険料率が保たれていることから、契
約の目的及び性質が競争を許さない場合の
契約であるため、会計規程第30条第1号に該
当する。

非公表 102,657,300 － －

長期間での事故率を基に保険料
率が設定されるものであり、契約
の継続性をもって一定の保険料
率が保たれている。契約先を変更
した場合、契約前の貸付が保険
対象外となるため。

19

官公庁共済組合住宅資金貸付
保険契約

理事長　河田悌一
東京都千代田区富士見
1-10-12

平成22年4月1日
（株）損害保険ジャパン
東京都新宿区西新宿1-24-1

本件は長期間での事故率を基に保険料率が
設定されるものであり、契約の継続性をもって
一定の保険料率が保たれていることから、契
約の目的及び性質が競争を許さない場合の
契約であるため、会計規程第30条第1号に該
当する。

非公表 71,704,236 － －

長期間での事故率を基に保険料
率が設定されるものであり、契約
の継続性をもって一定の保険料
率が保たれている。契約先を変更
した場合、契約前の貸付が保険
対象外となるため。

19

北海道会館新聞朝刊広告掲載
理事長　河田悌一
東京都千代田区富士見
1-10-12

平成22年4月1日
（株）電通北海道
札幌市中央区大通西5丁目
11-1

本件は利用者誘致において集客力がある媒
体を選択することを要するため、会計規程第
30条第5号に該当する。

非公表 3,150,000 － －
契約相手方が発行する地方紙
（北海道新聞）への広告掲載を目
的とするため。

19

アイリスプラン「年金コース」の
掛金収納業務

理事長　河田悌一
東京都千代田区富士見
1-10-12

平成22年4月1日
（株）日本共同システム
東京都新宿区西新宿7-11-18

本件は拠出型企業年金の幹事会社の提携会
社であることが要件とされる掛金収納(口座引
落し)業務であり、加入者の承認を要する継続
業務であることから、業務の性質又は目的に
より契約相手方が特定しているため、会計規
程第30条第5号に該当する。

非公表 1,484,700 － －

収納代行業者を変更するために
は、加入者の承認（口座引落し関
係書類等の提出）を要することか
ら、その周知活動も含め、各学校
法人等事務担当者及び加入者等
に負担が生じることとなるため。

19

ＡＬＭモデルに関する運用支援
理事長　河田悌一
東京都千代田区富士見
1-10-12

平成22年4月1日
（株）三菱東京ＵＦＪ銀行
東京都千代田区丸の内2-7-3

本件はＡＬＭモデルの変更・改良メンテナンス
やそれに伴う助言・支援、データ更新を行うも
のであり、ＡＬＭシステムの知的財産権を所有
し、また開発を行った当該社からのアドバイス
を受ける必要があることから、契約相手が特
定しているため、会計規程第30条第5号に該
当する。

非公表 1,890,000 － －
排他的権利（著作権）により、契
約の相手方が特定されるもので
あるため。

19

【様式３】

平成２３年度以降も競争性のない随意契約とならざるを得ないもの

２．本表は、平成22年度に締結した契約のうち、平成23年度以降も競争性のない随意契約とならざるを得ないものについて、当該契約ごとに記載したものである。



北海道会館婚礼情報誌広告掲
載

理事長　河田悌一
東京都千代田区富士見
1-10-12

平成22年4月20日
（株）リクルート
東京都千代田区丸の内1-9-2

本件は婚礼誘致において集客力ある媒体を
選択することを要するため、会計規程第30条
第5号に該当する。

非公表 1,459,500 － －
契約相手方が発行する情報誌
「ゼクシィ」への広告掲載を目的と
するため。

19

湯島会館婚礼情報誌広告掲載
理事長　河田悌一
東京都千代田区富士見
1-10-12

平成22年4月1日
（株）リクルート
東京都千代田区丸の内1-9-2

本件は婚礼誘致において集客力ある媒体を
選択することを要するため、会計規程第30条
第5号に該当する。

非公表 20,632,500 － －
契約相手方が発行する情報誌
「ゼクシィ」への広告掲載を目的と
するため。

19

大阪会館婚礼情報誌広告掲載
理事長　河田悌一
東京都千代田区富士見
1-10-12

平成22年4月1日
（株）リクルート
東京都千代田区丸の内1-9-2

本件は婚礼誘致において集客力ある媒体を
選択することを要するため、会計規程第30条
第5号に該当する。

非公表 3,570,000 － －
契約相手方が発行する情報誌
「ゼクシィ」への広告掲載を目的と
するため。

19

北海道会館婚礼情報誌広告掲
載

理事長　河田悌一
東京都千代田区富士見
1-10-12

平成22年5月24日
（株）リクルート
東京都千代田区丸の内1-9-2

本件は婚礼誘致において集客力ある媒体を
選択することを要するため、会計規程第30条
第5号に該当する。

非公表 1,113,000 － －
契約相手方が発行する情報誌
「ゼクシィ」への広告掲載を目的と
するため。

19

京都会館婚礼情報誌広告掲載
理事長　河田悌一
東京都千代田区富士見
1-10-12

平成22年4月15日
（株）リクルート
東京都千代田区丸の内1-9-2

本件は婚礼誘致において集客力ある媒体を
選択することを要するため、会計規程第30条
第5号に該当する。

非公表 1,680,000 － －
契約相手方が発行する情報誌
「ゼクシィ」への広告掲載を目的と
するため。

19

北海道会館婚礼情報誌広告掲
載

理事長　河田悌一
東京都千代田区富士見
1-10-12

平成22年6月15日
（株）リクルート
東京都千代田区丸の内1-9-2

本件は婚礼誘致において集客力ある媒体を
選択することを要するため、会計規程第30条
第5号に該当する。

非公表 1,113,000 － －
契約相手方が発行する情報誌
「ゼクシィ」への広告掲載を目的と
するため。

19

京都会館婚礼情報誌広告掲載
理事長　河田悌一
東京都千代田区富士見
1-10-12

平成22年6月15日
（株）リクルート
東京都千代田区丸の内1-9-2

本件は婚礼誘致において集客力ある媒体を
選択することを要するため、会計規程第30条
第5号に該当する。

非公表 1,680,000 － －
契約相手方が発行する情報誌
「ゼクシィ」への広告掲載を目的と
するため。

19

北海道会館婚礼情報誌広告掲
載

理事長　河田悌一
東京都千代田区富士見
1-10-12

平成22年7月16日
（株）リクルート
東京都千代田区丸の内1-9-2

本件は婚礼誘致において集客力ある媒体を
選択することを要するため、会計規程第30条
第5号に該当する。

非公表 1,113,000 － －
契約相手方が発行する情報誌
「ゼクシィ」への広告掲載を目的と
するため。

19

北海道会館婚礼情報雑誌広告
掲載

理事長　河田悌一
東京都千代田区富士見
1-10-12

平成22年8月21日
（株）リクルート
東京都千代田区丸の内1-9-2

本件は婚礼誘致において集客力ある媒体を
選択することを要するため、会計規程第30条
第5号に該当する。

非公表 1,459,500 － －
契約相手方が発行する情報誌
「ゼクシィ」への広告掲載を目的と
するため。

19

北海道会館婚礼情報雑誌広告
掲載

理事長　河田悌一
東京都千代田区富士見
1-10-12

平成22年9月16日
（株）リクルート
東京都千代田区丸の内1-9-2

本件は婚礼誘致において集客力ある媒体を
選択することを要するため、会計規程第30条
第5号に該当する。

非公表 1,113,000 － －
契約相手方が発行する情報誌
「ゼクシィ」への広告掲載を目的と
するため。

19



北海道会館婚礼情報雑誌広告
掲載

理事長　河田悌一
東京都千代田区富士見
1-10-12

平成22年10月16日
（株）リクルート
東京都千代田区丸の内1-9-2

本件は婚礼誘致において集客力ある媒体を
選択することを要するため、会計規程第30条
第5号に該当する。

非公表 1,113,000 － －
契約相手方が発行する情報誌
「ゼクシィ」への広告掲載を目的と
するため。

19

北海道会館婚礼情報誌広告掲
載

理事長　河田悌一
東京都千代田区富士見
1-10-12

平成22年11月20日
（株）リクルート
東京都千代田区丸の内1-9-2

本件は婚礼誘致において集客力ある媒体を
選択することを要するため、会計規程第30条
第5号に該当する。

非公表 1,113,000 － －
契約相手方が発行する情報誌
「ゼクシィ」への広告掲載を目的と
するため。

19

京都会館婚礼情報誌広告掲出
理事長　河田悌一
東京都千代田区富士見
1-10-12

平成22年10月20日
（株）リクルート
東京都千代田区丸の内1-9-2

本件は婚礼誘致において集客力ある媒体を
選択することを要するため、会計規程第30条
第5号に該当する。

非公表 1,680,000 － －
契約相手方が発行する情報誌
「ゼクシィ」への広告掲載を目的と
するため。

19

北海道会館婚礼情報誌広告掲
載

理事長　河田悌一
東京都千代田区富士見
1-10-12

平成22年12月21日
（株）リクルート
東京都千代田区丸の内1-9-2

本件は婚礼誘致において集客力ある媒体を
選択することを要するため、会計規程第30条
第5号に該当する。

非公表 1,459,500 － －
契約相手方が発行する情報誌
「ゼクシィ」への広告掲載を目的と
するため。

19

愛知会館婚礼情報誌広告掲載
理事長　河田悌一
東京都千代田区富士見
1-10-12

平成22年12月15日
（株）リクルート
東京都千代田区丸の内1-9-2

本件は婚礼誘致において集客力ある媒体を
選択することを要するため、会計規程第30条
第5号に該当する。

非公表 4,462,500 － －
契約相手方が発行する情報誌
「ゼクシィ」への広告掲載を目的と
するため。

19

京都会館婚礼情報誌広告掲載
理事長　河田悌一
東京都千代田区富士見
1-10-12

平成22年12月20日
（株）リクルート
東京都千代田区丸の内1-9-2

本件は婚礼誘致において集客力ある媒体を
選択することを要するため、会計規程第30条
第5号に該当する。

非公表 2,887,500 － －
契約相手方が発行する情報誌
「ゼクシィ」への広告掲載を目的と
するため。

19

北海道会館婚礼情報誌広告掲
載

理事長　河田悌一
東京都千代田区富士見
1-10-12

平成23年1月21日
（株）リクルート
東京都千代田区丸の内1-9-2

本件は婚礼誘致において集客力ある媒体を
選択することを要するため、会計規程第30条
第5号に該当する。

非公表 1,113,000 － －
契約相手方が発行する情報誌
「ゼクシィ」への広告掲載を目的と
するため。

19

愛知会館婚礼情報誌広告掲載
理事長　河田悌一
東京都千代田区富士見
1-10-12

平成23年1月15日
（株）リクルート
東京都千代田区丸の内1-9-2

本件は婚礼誘致において集客力ある媒体を
選択することを要するため、会計規程第30条
第5号に該当する。

非公表 2,152,500 － －
契約相手方が発行する情報誌
「ゼクシィ」への広告掲載を目的と
するため。

19

北海道会館婚礼情報誌広告掲
載

理事長　河田悌一
東京都千代田区富士見
1-10-12

平成23年2月22日
（株）リクルート
東京都千代田区丸の内1-9-2

本件は婚礼誘致において集客力ある媒体を
選択することを要するため、会計規程第30条
第5号に該当する。

非公表 1,113,000 － －
契約相手方が発行する情報誌
「ゼクシィ」への広告掲載を目的と
するため。

19

愛知会館婚礼情報誌広告掲載
理事長　河田悌一
東京都千代田区富士見
1-10-12

平成23年2月15日
（株）リクルート
東京都千代田区丸の内1-9-2

本件は婚礼誘致において集客力ある媒体を
選択することを要するため、会計規程第30条
第5号に該当する。

非公表 2,152,500 － －
契約相手方が発行する情報誌
「ゼクシィ」への広告掲載を目的と
するため。

19



愛知会館婚礼情報雑誌広告掲
載

理事長　河田悌一
東京都千代田区富士見
1-10-12

平成23年3月15日
（株）リクルート
東京都千代田区丸の内1-9-2

本件は婚礼誘致において集客力ある媒体を
選択することを要するため、会計規程第30条
第5号に該当する。

非公表 2,152,500 － －
契約相手方が発行する情報誌
「ゼクシィ」への広告掲載を目的と
するため。

19

法律顧問委託
理事長　河田悌一
東京都千代田区富士見
1-10-12

平成22年4月1日
篠塚・野田法律事務所
東京都千代田区神田神保町
1-2-5

本件は事業団業務に精通していることを要件
として、契約相手方の専門的な能力を求める
ものであり、継続した取扱いを要する案件も
あるため、競争を許さない性質の契約として
会計規程第30条第1号に該当する。

非公表 2,520,000 － －

事業団業務に精通していることを
要件として、契約相手方の専門的
な能力を求めるものであり、継続
した取扱いを要する案件もあるた
め。

19

放射性医薬品物品供給
理事長　河田悌一
東京都千代田区富士見
1-10-12

平成22年4月1日
（社）日本アイソトープ協会
東京都文京区本駒込2-28-45

本件は特殊医薬品に分類される放射性同位
元素を調達するものであり、日本国内におけ
る販売者は社団法人日本アイソトープ協会の
みであるため、会計規程第30条第5号に該当
する。

非公表 39,843,615 － －
日本国内における販売者は社団
法人日本アイソトープ協会のみで
あるため。

19

積立共済年金事業の掛金集金
代行業務

理事長　河田悌一
東京都千代田区富士見
1-10-12

平成22年4月1日
第一生命カードサービス（株）
東京都中央区京橋3-7-1

本件は拠出型企業年金の幹事会社の提携会
社であることが要件とされる掛金収納(口座引
落し)業務であり、加入者の承認を要する継続
業務であることから、業務の性質又は目的に
より契約相手方が特定しているため、会計規
程第30条第5号に該当する。

非公表 29,216,250 － －

集金代行業者を変更するために
は、加入者の承認（口座引落し関
係書類等の提出）を要することか
ら、その周知活動も含め、各学校
法人等事務担当者及び加入者等
に負担が生じることとなるため。

19

「私立学校教職員共済制度関
係法令集」の編集等業務

理事長　河田悌一
東京都千代田区富士見
1-10-12

平成22年4月1日
第一法規（株）
東京都港区南青山2-11-17

本件は習熟した知識及び当該出版物の過去
の原稿等を有することを業務遂行条件とし、
著作権を保有する表記方法を必要とすること
から、契約の相手方が特定されるため、会計
規程第30条第5号に該当する。

非公表 3,799,950 － －
排他的権利（著作権）により、契
約の相手方が特定されるもので
あるため。

19

血液物品供給
理事長　河田悌一
東京都千代田区富士見
1-10-12

平成22年4月1日
東京都赤十字血液センター
東京都江東区辰巳2-1-67

本件は特殊医薬品に分類される輸血用血液
及び血液製剤を調達するものであり、東京都
内における販売者は東京都赤十字血液セン
ターのみであるため、会計規程第30条第5号
に該当する。

非公表 44,435,307 － －
病院が所在する東京都内におけ
る販売者は東京都赤十字血液セ
ンターのみであるため。

19

利根川第3ビルの賃貸借
理事長　河田悌一
東京都千代田区富士見
1-10-12

平成22年4月1日

利根川　政次
東京都文京区湯島2-4-4
利根川商事(株)
東京都文京区湯島1-6-1

本件は書類倉庫及び会議室等として使用し
ている建物の賃借であり、共済事業本部事務
所の至近に所在することを要することから、会
計規程第30条第1号に該当する。

非公表 33,398,364 － －

日本私立学校振興・共済事業団
共済事業本部至近に所在する賃
貸ビルは、当該建物のみであるた
め。

5

注：「随意契約によらざるを得ない場合の根拠区分」欄は、別添の「随意契約事由別　類型早見表」の類型区分(１～１２)の番号を記載している。その他以下に該当する番号を記載している。
　　　・緊急の必要により競争に付することができない場合「１３」
　　　・競争に付することが不利と認められる場合「１４」
　　　・秘密の保持が必要とされている場合「１５」
　　　・競争に付しても入札者がないとき、又は再度の入札をしても落札者がない場合「１６」
　　　・特例政令に相当する規定に該当する場合「１７」
　　　・国において定める随意契約の限度額を超える契約で、法人の定める限度額を下回る契約については「１８」
　　　・その他、類型区分に分類できないものについては「１９」



随　　意　　契　　約　　事　　由 類型区分

≪競争性のない随意契約によらざるを得ない場合≫

　イ　契約の相手方が法令等の規定により明確に特定されるもの

　　(ｲ)法令の規定により契約の相手方が一に定められているもの 1

　　(ﾛ)条約等の国際的取決めにより、契約の相手方が一に定められているもの 2

　　(ﾊ)閣議決定による国家的プロジェクトにおいて、当該閣議決定により、その実施者が明示されているもの 3

　　(ﾆ)地方公共団体との取決めにより、契約の相手方が一に定められているもの 4

　ロ　当該場所でなければ行政事務を行うことが不可能であることから場所が限定され、供給者が一に特定される賃貸借契約(当該契約に付随する契約を含む。) 5

　ハ　官報、法律案、予算書又は決算書の印刷等 6

　ニ　その他

　　(ｲ)防衛装備品であって、かつ、日本企業が外国政府及び製造元である外国企業からライセンス生産を認められている場合における当該防衛装備品及び役務の調達等 7

　　(ﾛ)電気、ガス若しくは水又は電話に係る役務について、供給又は提供を受けるもの(提供を行うことが可能な業者が一の場合に限る。) 8

　　(ﾊ)郵便に関する料金(信書に係るものであって料金を後納するもの。） 9

　　(ﾆ)再販売価格が維持されている場合及び供給元が一の場合における出版元等からの書籍の購入 10

　　(ﾎ)美術館等における美術品及び工芸品等の購入 11

　　(ﾍ)行政目的を達成するために不可欠な特定の情報について当該情報を提供することが可能な者から提供を受けるもの 12

随意契約事由別　類型早見表


